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(57)【要約】
　【課題】交流電源のＯＦＦを過電流として検出するこ
とが防止でき、負荷が急変した時に過電流を速く検出で
きる。
　【解決手段】負荷１５に供給される出力電圧が抵抗Ｒ
１およびＲ２によって分圧され、分圧電圧が３端子レギ
ュレータ１６に供給され、基準電圧Ｒｅｆと比較される
。比較出力に応じてフィードバック電流ＦＢが流れる。
共振制御部１０は、フィードバック電流ＦＢの大きさに
応じて発振周波数を制御し、出力電圧を安定化する。電
流検出回路１４は、１次側を流れる電流を検出する。１
次側に所定値以上の電流が流れると、共振制御部１０が
異常検出を行い、過電流保護動作がなされる。共振制御
部１０が共振周波数に連動して過電流検出ポイントを可
変させる機能を持つようになされる。したがって、負荷
条件に合わせて最適な過電流検出ポイントを設定するこ
とができる。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　入力電圧をスイッチングするスイッチング素子と、
　前記スイッチング素子を駆動するスイッチング信号を生成するスイッチング信号生成部
と、
　前記スイッチング素子の出力側に設けられ、出力電圧を発生する整流回路と、
　前記出力電圧に対応するフィードバック信号を前記スイッチング信号生成部に対して供
給し、前記出力電圧を安定化する信号路と、
　前記スイッチング素子の出力電流の値を検出し、検出された値がしきい値を超える場合
に、過電流保護動作を行う過電流検出部とを備え、
　負荷が重くなると、前記フィードバック信号に応じて前記しきい値を可変するスイッチ
ング電源装置。
【請求項２】
　前記スイッチング素子は、直列接続され、前記スイッチング信号によって交互にＯＮさ
れる第１のスイッチング素子および第２のスイッチング素子からなり、
　前記第１および第２のスイッチング素子の出力電流が供給されるトランスが設けられ、
　前記トランスの１次側に共振回路が接続され、前記トランスの２次側に前記整流回路が
接続され、
　前記第１および第２のスイッチング素子に対する前記スイッチング信号の周波数が前記
フィードバック信号によって制御されることによって前記出力電圧が安定化され、
　前記トランスの１次側を流れる電流が前記しきい値と比較され、前記しきい値が前記フ
ィードバック信号に応じて制御される請求項１に記載のスイッチング電源装置。
【請求項３】
　前記スイッチング信号の周波数を制御する制御電流が前記フィードバック信号に対応す
るフィードバック電流によって可変され、
　前記過電流検出部の前記しきい値が前記フィードバック電流によって可変される電流に
よって生成される請求項２に記載のスイッチング電源装置。
【請求項４】
　前記フィードバック電流によって可変される電流によってコンデンサが充電され、前記
コンデンサの電圧が前記しきい値としてコンパレータの一方の入力端子に供給され、
　前記コンパレータの他方の入力端子に前記スイッチング素子の出力電流の値が入力され
、
　前記コンパレータから過電流検出信号が出力される請求項２および３の何れかに記載の
スイッチング電源装置。
【請求項５】
　前記入力電圧は、交流電源を整流することによって生成され、前記交流電源が断たれた
場合に前記入力電圧が徐々に低下し、
　前記交流電源が断たれてから前記出力電圧が予め設定された時間、保持される請求項１
および２の何れかに記載のスイッチング電源装置。
【請求項６】
　ＰＦＣ制御方式のスイッチング電源装置によって、前記交流電源を整流することによっ
て前記入力電圧を生成する請求項１、２および５の何れかに記載のスイッチング電源装置
。
【請求項７】
　前記フィードバック信号を前記スイッチング信号生成部に対して供給する信号路中に、
入力側と出力側とを絶縁する絶縁部が挿入される請求項１、２、５および６の何れかに記
載のスイッチング電源装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本開示は、安定した直流電圧を出力するスイッチング電源装置に関し、例えば電流共振
型スイッチング電源装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　スイッチング電源装置として、電流共振型スイッチング電源装置が知られている。電流
共振型スイッチング電源装置は、容易に高電力変換効率が得られると共に、スイッチング
動作波形が正弦波状となることで低ノイズが実現される。さらに、比較的少数の部品点数
により構成することができるというメリットも有している。
【０００３】
　電流共振型スイッチング電源装置は、２個のスイッチング素子を直列接続したスイッチ
ング回路を有する。２個のスイッチング素子が交互にＯＮ／ＯＦＦする。例えば特許文献
１にかかるスイッチング電源装置が記載されている。
【０００４】
　電流共振型スイッチング電源装置においては、１次側電流が過大となってスイッチング
素子に損傷が加わることを防止するために、過電流に対する保護回路が設けられている。
特許文献２には、電流共振型ではなく、ＰＷＭ制御で且つキャリア周波数ｆｃを可変とし
た構成において、キャリア周波数ｆｃの値に依存して最大電流が増減する問題を解決する
ことが記載されている。すなわち、キャリア周波数ｆｃに基づいて過電流検出ポイントを
設定する構成とされている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００５－５１９１８号公報
【特許文献２】特開２００４－１１２８９３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　電源回路において、交流電源の瞬停（極めて短時間の停電）等が発生した場合、スイッ
チング電源装置に対する入力電圧（＋Ｂと表記する）が徐々に低下する。交流電源を整流
するための電源装置が入力側に設けられている場合、平滑用コンデンサによって、電圧＋
Ｂが直ぐに低下しない。さらに、電源によっては、交流電源がＯＦＦされても出力電圧が
ある程度の時間例えば数ｍｓｅｃ保持されることが求められている。この時間は、出力保
持時間と称される。
【０００７】
　入力電圧＋Ｂが低下すると、過負荷の状態と同様の動作をスイッチング電源装置が行う
。すなわち、入力電圧＋Ｂの低下を補うように、共振回路を流れる電流が大きくなり、過
電流検出が行われる易くなる。過電流検出の状態が所定時間継続すると、電源が停止する
ようになされる。したがって、入力電圧＋Ｂが低下した場合には、過電流検出が働き、所
望の出力保持時間を確保できない問題が生じる。特許文献２に記載の方法を採用しても、
かかる問題を解決できない。
【０００８】
　解決する一つの方法は、電圧＋Ｂの低下時に過大電流が流れることを考慮して、出力保
持時間内に過電流を検出しないように、充分なマージンを持たせて過電流検出ポイントを
設定することである。他の方法は、前段の整流回路の平滑コンデンサの容量を大きくして
電圧＋Ｂの低下をなるべく防止することである。
【０００９】
　しかしながら、過電流検出ポイントを遠く設定すると、２次側がショートするような急
激なインピーダンス変化が発生した場合、過電流検出がなされるまでの時間が長くなり、
スイッチング素子にダメージが与えられ、最悪の場合、スイッチング素子の破壊が生じる
。そのため、スイッチング素子、共振トランス等の回路素子の耐量を大きくすることが必
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要となる。さらに、平滑コンデンサの容量を大きくすると、コストの上昇、回路素子の大
型化を招く問題がある。
【００１０】
　さらに、交流電源または電圧＋Ｂをモニタリングし、電圧＋Ｂが低下してきた時に、過
電流検出ポイントをより遠くに変更する方法が考えられる。この方法は、モニタリングの
ための回路を追加する必要があり、待機電力の増大を招く問題がある。
【００１１】
　したがって、本開示の目的は、負荷条件に合わせて最適な過電流検出ポイントを設定す
ることができるスイッチング電源装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上述した課題を解決するために、本開示は、入力電圧をスイッチングするスイッチング
素子と、
　スイッチング素子を駆動するスイッチング信号を生成するスイッチング信号生成部と、
　スイッチング素子の出力側に設けられ、出力電圧を発生する整流回路と、
　出力電圧に対応するフィードバック信号をスイッチング信号生成部に対して供給し、出
力電圧を安定化する信号路と、
　スイッチング素子の出力電流の値を検出し、検出された値がしきい値を超える場合に、
過電流保護動作を行う過電流検出部とを備え、
　負荷が重くなると、フィードバック信号に応じてしきい値を可変するスイッチング電源
装置である。
　本開示は、具体的には、スイッチング素子は、直列接続され、スイッチング信号によっ
て交互にＯＮされる第１のスイッチング素子および第２のスイッチング素子からなり、
　第１および第２のスイッチング素子の出力電流が供給されるトランスが設けられ、
　トランスの１次側に共振回路が接続され、トランスの２次側に整流回路が接続され、
　第１および第２のスイッチング素子に対するスイッチング信号の周波数がフィードバッ
ク信号によって制御されることによって出力電圧が安定化され、
　トランスの１次側を流れる電流がしきい値と比較され、しきい値がフィードバック信号
に応じて制御されるスイッチング電源装置である。
【発明の効果】
【００１３】
　実施の形態によれば、交流電源がＯＦＦされたことを過電流と検出することが防止され
、出力保持時間を確保することができる。さらに、負荷条件に合わせて最適な過電流検出
ポイントを設定することによって、負荷が急変した時に過電流を速く検出し、回路素子の
破壊を回避することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本開示を適用できるスイッチング電源装置の入力側の電源装置のブロック図であ
る。
【図２】電流共振型のスイッチング電源装置のブロック図である。
【図３】スイッチング電源装置の共振回路の動作説明のための波形図である。
【図４】スイッチング電源装置の共振回路の動作説明のための波形図である。
【図５】一実施の形態の説明に用いる接続図である。
【図６】本開示の処理の流れを示すフローチャートである。
【図７】一実施の形態の説明に用いる略線図である。
【図８】一実施の形態の説明に用いる略線図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、実施の形態について説明する。なお、説明は、以下の順序で行う。
＜１．ＰＦＣ制御方式の電源回路＞
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＜２．電流共振型スイッチング電源装置＞
＜３．従来のスイッチング電源装置の問題＞
＜４．本開示のスイッチング電源装置＞
＜５．過電流検出ポイントＣＳの設定＞
＜６．変形例＞
　なお、以下に説明する実施の形態は、好適な具体例であり、技術的に好ましい種々の限
定が付されているが、本開示の範囲は、以下の説明において、特に本開示を限定する旨の
記載がない限り、これらの実施の形態に限定されないものとする。
【００１６】
＜１．ＰＦＣ制御方式の電源回路＞
　一実施の形態では、電源装置がＰＦＣ制御方式の電源回路の出力を電流共振型スイッチ
ング電源装置に供給する構成となされている。図１がＰＦＣ制御方式の電源回路の構成を
示し、図２が電流共振型スイッチング電源装置の構成を示す。
【００１７】
　図１に示すように、ブリッジ整流回路ＢＤは、交流電源（商用電源）Ｖａｃの交流電圧
を整流して全波整流電圧を平滑コンデンサＣｉ１に供給する。平滑コンデンサＣｉ１の両
端に入力（直流）電圧Ｖｉｎが出力される。ブリッジ整流回路ＢＤの一方の出力端子（非
接地側）がチョークコイルＬ０の一端に接続され、チョークコイルＬ０の他端がダイオー
ドＤ１を介して一方の出力端子に接続される。チョークコイルＬ０の他端とダイオードＤ
１の接続点と、他方の出力端子との間にスイッチング素子としてのＦＥＴ（Field Effect
 Transistor ；電界効果トランジスタ）Ｑ０のドレインが接続される。ＦＥＴＱ０は、例
えばＮチャンネル形ＦＥＴである。ＦＥＴＱ０のソースが接地される。
【００１８】
　ＦＥＴＱ０のゲートに対してＰＦＣ制御回路１により形成されたドライブパルスＯＵＴ
が供給される。ＦＥＴＱ０のドレインがダイオードＤ１を順方向に介してコンデンサＣｉ
２の一端に接続される。コンデンサＣｉ２の他端が接地される。コンデンサＣｉ２の両端
に出力電圧＋Ｂが発生する。出力電圧＋Ｂがスイッチング電源装置に対して供給される。
【００１９】
　昇圧形コンバータが構成され、入力電圧Ｖｉｎより高い出力電圧＋Ｂが形成される。Ｆ
ＥＴＱ０は、ドライブパルスＯＵＴの論理値がローレベル（以下、Ｌと表記する）期間で
ＯＦＦし、その論理値がハイレベル（以下、Ｈと表記する）期間でＯＮする。
【００２０】
　ＦＥＴＱ１がＯＮする期間では、チョークコイルＬ０およびＦＥＴＱ０を介して電流が
流れる。次に、ＦＥＴＱ０がＯＦＦすると、チョークコイルＬ０、ダイオードＤ１および
コンデンサＣｉ２を介して電流が流れる。
【００２１】
　連続モードのＰＦＣ制御回路１は、固定周波数の発振器を有し、固定周波数のドライブ
パルスＯＵＴを生成する。ドライブパルスＯＵＴがＦＥＴＱ０のゲートに供給される。電
流のピーク値は、ＦＥＴＱ０のＯＮ期間の長さと入力電圧Ｖｉｎとに比例した値となり、
チョークコイルＬ０のインダクタンス成分に反比例した値となる。連続モードでは、ＯＮ
期間の長さが発振器の出力周波数で決まる固定の値とされている。
【００２２】
　連続モードでは、固定周波数のドライブパルスＯＵＴでＦＥＴＱ０がスイッチング動作
を行うので、チョークコイルＬ０を流れる電流がゼロにならない。負荷が重くなった場合
に、電流波形のピーク値は、変化しないで、平均値（直流成分）が増大する。
【００２３】
＜２．電流共振型スイッチング電源装置＞
　ＰＦＣ制御方式の電源回路からの出力電圧＋Ｂが図２に示すスイッチング電源装置の入
力端子に供給される。なお、ＰＦＣ制御方式の電源回路を設けることは、必ずしも必要で
ない。他の方式の整流回路によって、交流電源を直流電圧に変換するようにしても良い。
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【００２４】
　電流共振型コンバータにおけるスイッチング駆動では、２個のスイッチング素子が交互
にＯＮ／ＯＦＦすると共に、両者がＯＦＦ期間となるデッドバンドを形成するようにして
いる。デッドバンドは、２個のスイッチング素子の同時ＯＮを回避するために設けられて
いるものである。
【００２５】
　図２の構成では、スイッチング素子としてのＦＥＴＱ１、Ｑ２を有する電流共振型コン
バータの一例を示す。電流共振型コンバータでは、ＦＥＴＱ２に対してのみ１次側直列共
振コンデンサ（以下、共振コンデンサと適宜称する。）Ｃ１を並列接続した形態を採る。
なお、この図に示す電源装置は、他励式によりスイッチング素子を駆動する構成を採って
いる。
【００２６】
　ＦＥＴＱ１に対しては、ボディダイオードＤ１が接続され、ＦＥＴＱ２に対しては、ボ
ディダイオードＤ２が接続される。ＦＥＴＱ２に対して並列に、トランスＴの１次巻線Ｎ
１とトランスＴのリーケージインダクタンス成分Ｌ１と共振コンデンサＣ１とからなる直
列共振回路が接続される。
【００２７】
　ＦＥＴＱ１、ＦＥＴＱ２を他励式によりスイッチング駆動するために、ドライブ回路１
１、発振回路部１２および過電流検出部１３からなる共振制御部１０が設けられる。発振
回路部１２は、所定の周波数の信号を発生し、ドライブ回路１１に供給する。ドライブ回
路１１は、ＦＥＴＱ１、ＦＥＴＱ２をスイッチング駆動するためのドライブ信号Ｖｇｓ１
、Ｖｇｓ２を生成する。ドライブ信号Ｖｇｓ１、Ｖｇｓ２は、互いに逆相のパルス信号で
あり、ＦＥＴＱ１、ＦＥＴＱ２が交互にＯＮ／ＯＦＦする。
【００２８】
　トランスＴは、ＦＥＴＱ１、ＦＥＴＱ２のスイッチング出力を伝送するために設けられ
、さらに、リーケージインダクタンスによるＬ成分によって、共振動作が行なわれる。ト
ランスＴの１次巻線Ｎ１の一端部は、ＦＥＴＱ１、ＦＥＴＱ２の接続点と接続され、他端
部は、共振コンデンサＣ１および電流検出回路１４の直列接続を介して、直流入力電圧の
接地側と接続される。
【００２９】
　リーケージインダクタンス成分Ｌ１と共振コンデンサＣ１との直列接続により１次側直
列共振回路が構成される。ＦＥＴＱ１、ＦＥＴＱ２のスイッチング出力は、１次側直列共
振回路に供給され、電流共振型コンバータが形成されることになる。
【００３０】
　トランスＴの２次巻線Ｎ２のセンタータップが２次側接地電位とされる。整流ダイオー
ドＤ３、Ｄ４、および平滑コンデンサＣｏによって両波整流回路が構成される。両波整流
回路によっては、２次巻線Ｎ２に励起された交番電圧が整流され、平滑コンデンサＣｏの
両端電圧として、出力直流電圧が生成される。出力電圧が負荷１５に供給される。
【００３１】
　出力電圧が抵抗Ｒ１およびＲ２によって分圧され、分圧電圧がシャントレギュレータ１
６に供給され、基準電圧Ｒｅｆと比較される。比較出力に応じてホトカプラＰＨ１の発光
ダイオード側に電流ＩＤが流れる。ホトカプラＰＨ１のホトトランジスタ側には、電流Ｉ
Ｄに比例するフィードバック電流ＦＢが流れる。発振回路部１２からＩＤに比例するフィ
ードバック電流ＦＢが引かれる。
【００３２】
　共振制御部１０は、フィードバック電流ＦＢの大きさに応じて発振周波数を制御し、発
振周波数によって出力電圧を制御する。例えば周波数が低下すると、出力電圧が上昇し、
周波数が上昇すると、出力電圧が低下するようになされる。すなわち、出力電圧のレベル
が低下したときには、周波数を低くするように制御する。これにより、２次側へのエネル
ギー伝送量が増加して出力電圧が上昇する。出力電圧のレベルが上昇したときには、周波
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数を高くするように制御して、これにより２次側へのエネルギー伝送量を減少させて、出
力電圧を低下させるようにしている。
【００３３】
　電流検出回路１４は、１次側を流れる電流を検出する。１次側に所定値以上の電流が流
れると、共振制御部１０が異常検出を行い、過電流による素子の破壊が防止されるように
なされている。さらに、電流検出回路１４の出力によってスイッチングのタイミングがモ
ニタリングされるようになされている。
【００３４】
＜３．従来のスイッチング電源装置の問題＞
　図３および図４は、上述したスイッチング電源装置の共振回路の各部の波形の一例を示
している。ドライブ信号Ｖｇｓ１がＨの期間で、ＦＥＴＱ１がＯＮし、ＦＥＴＱ１のドレ
イン・ソース間を電流ＩＱ１が流れる。ドライブ信号Ｖｇｓ２がＨの期間で、ＦＥＴＱ２
がＯＮし、リーケージインダクタンス成分Ｌ１および共振コンデンサＣ１の共振によりＦ
ＥＴＱ２のドレイン・ソース間を電流ＩＱ２が流れる。電流ＩＱ１およびＩＱ２を合成し
た電流ＩＬが１次側（共振回路）電流となる。ドライブ信号Ｖｇｓ１およびＶｇｓ２のＯ
Ｎデューティは、約５０％である。図３は、電流ＩＬが過電流検出ポイントＣＳに到達し
ていない場合の波形である。
【００３５】
　図４に示す波形の例は、電流ＩＬが過電流検出ポイントＣＳ＋およびＣＳ－に達する場
合を示す。過電流検出ポイントＣＳ＋およびＣＳ－は、適正に設定されている。若し、過
電流検出ポイントが近すぎる（低すぎる）値に設定されると、一定以上の電力の取り出し
ができないおそれがある。一方、過電流検出ポイントが遠すぎる（高すぎる）値に設定さ
れると、より大きな電力が取り出されるので、周波数が低くなる。この場合、回路素子に
定格以上の電流が流れ、回路素子の破壊のおそれが生じる。
【００３６】
　上述した共振制御部１０の制御は、従来のスイッチング電源装置の制御である。この場
合、入力電圧＋Ｂが低下した場合に問題が生じる。例えばＡＣ電源ＶａｃをＯＦＦしたり
、瞬停が生じたりすると、ＰＦＣ制御方式の電源回路（図１）のＰＦＣ制御回路１の動作
が停止し、電圧＋Ｂが低下する。電源回路には、コンデンサＣｉ１およびＣｉ２が設けら
れており、これらのコンデンサに蓄えられている電荷によって、出力電圧＋Ｂがある程度
の時間維持される。
【００３７】
　しかしながら、電圧＋Ｂが低下していくと、所定の出力電力を発生するために、共振回
路が過負荷時と同様の動作を行うので、過電流を検出しやすい状態となる。一例として、
ＰＦＣ制御回路１が停止し、電圧＋Ｂが定常動作時の１／２まで低下した状態を想定する
。この条件で、出力電力を一定に保つためには、１次側に定常動作時の２倍近い電流を流
す必要がある。そのような大電流は、過電流として検出される可能性が高い。
【００３８】
　通常、電圧＋Ｂの低下時に過大電流が流れる可能性を考慮して、出力保持時間内に過電
流を検出しないように、充分なマージンを持たせて過電流検出ポイントＣＳを設定するこ
とがなされる。さらに、コンデンサＣｉ１およびＣｉ２の容量を大きくして電圧＋Ｂの低
下をなるべく防止するようにしている。しかしながら、過電流検出ポイントＣＳを遠くに
設定すると、２次側がショートするような急激なインピーダンス変化が発生した場合、過
電流検出がなされるまでの時間が長くなり、スイッチング素子にダメージが与えられ、最
悪の場合、スイッチング素子の破壊が生じる。そのため、スイッチング素子、共振トラン
ス等の回路素子の耐量を大きくすることが必要となる。さらに、コンデンサＣｉ１および
Ｃｉ２の容量を大きくすると、コストの上昇、回路素子の大型化を招く問題がある。
【００３９】
＜４．本開示のスイッチング電源装置＞
　本開示の一実施の形態は、電圧＋Ｂの検出回路、或いは交流電源のＯＦＦ検出回路を必
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要としないで、上述した従来のスイッチング電源装置の問題を解決するものである。本開
示の一実施の形態では、電流共振型スイッチング電源装置において、共振制御部１０が共
振周波数（スイッチング周波数）に連動して過電流検出ポイントを可変させる機能を持つ
ようになされる。したがって、負荷条件に合わせて最適な過電流検出ポイントを設定する
ことができる。
【００４０】
　具体的には、過電流検出ポイントをフィードバック電流ＦＢに応じて可変させることに
よって、共振周波数に連動した過電流検出が可能となる。本開示は、交流電源がＯＦＦさ
れたことを過電流と検出することを防止することができ、出力保持時間を確保することが
できる。さらに、負荷条件に合わせて最適な過電流検出ポイントを設定することによって
、負荷が急変した時に過電流を速く検出し、回路素子の破壊を回避することができる。
【００４１】
　一実施の形態は、本開示を上述したスイッチング電源装置に対して適用した例である。
上述した電流共振型スイッチング電源装置は、電圧Ｂが低下すると、見かけ上は負荷が重
くなり、発振周波数が下がる制御がなされる。このことを利用し、共振制御部１０に共振
回路の発振周波数に連動して過電流検出ポイントを可変させる機能を持たせる。共振制御
部１０は、フィードバック電流ＦＢによって発振周波数を制御しているので、電流ＦＢの
大きさに応じて過電流検出ポイントを変化させれば、連動を実現することが可能である。
【００４２】
　図５は、共振制御部１０の過電流検出部１３の一例を示す。過電流検出部１３は、発振
回路部１２の発振周波数の制御と過電流の検出との両方の機能を有する。発振回路部１２
と定電圧Ｖｒｅｆの印加端子との間に接続されたライン２１を流れる電流Ｉａによって発
振回路部１２の発振周波数が規定される。発振回路部１２から引かれる電流Ｉａが大きい
ほど発振周波数が高くなる。フィードバック電流ＦＢの大きさに比例した電流Ｉａが発振
回路部１２から引かれることによって発振周波数が変化する。
【００４３】
　ライン２１と接地間に、ホトカプラＰＨ１のホトトランジスタが挿入される。ホトカプ
ラＰＨ１のホトトランジスタには、出力電圧に応じたフィードバック電流ＦＢが流れる。
カレントミラー回路２２が設けられ、カレントミラー回路２２の出力側に電流ＦＢに対応
する電流Ｉｆが流れる。ライン２１と接地間に、定電流源２３、抵抗Ｒ３およびコンデン
サＣ２の直列回路が挿入され、コンデンサＣ２がカレントミラー回路２２の出力側と並列
に接続されている。
【００４４】
　電流検出回路１４からの検出電圧がコンパレータ２４に一方の入力Ａとして供給される
。コンパレータ２４の他方の入力Ｂとして、抵抗Ｒ３およびコンデンサＣ２の接続点の電
圧が供給される。コンパレータ２４は、Ａ＞Ｂの場合に、Ｈの出力を発生し、Ａ≦Ｂの場
合に、Ｌの出力を発生する。抵抗Ｒ３およびコンデンサＣ２の接続点に発生するコンデン
サＣ２に蓄えられた電圧が過電流検出ポイントＣＳに対応している。したがって、コンパ
レータ２４がＨの出力を発生するＡ＞Ｂの関係は、スイッチング電源装置の１次側の電流
が過電流検出ポイントＣＳを超えており、過電流状態であることを意味している。コンパ
レータ２４の出力Ｈによって、発振回路部１２の発振動作が停止されたり、ドライブ回路
からドライブ信号の供給が断たれたりする過電流保護動作がなされる。
【００４５】
　定電流源２３による電流をＩｒと表記し、コンデンサＣ２を流れる電流をＩｃと表記す
ると、下記の関係が成立する。
　Ｉｃ＝Ｉｒ－Ｉｆ
【００４６】
　負荷によってフィードバック電流ＦＢ（電流Ｉｆ）が変化するので、負荷によって電流
Ｉｃを変化させることができ、過電流検出ポイントＣＳを可変することができる。電流Ｉ
ｆは、コンデンサＣ２の放電電流となる。図６のフローチャートを参照して過電流検出ポ
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イントＣＳの可変動作について説明する。
【００４７】
　ステップＳ１においては、定電圧Ｖｒｅｆが抵抗Ｒ３とコンデンサＣ２が分圧されてお
り、コンデンサＣ２の電圧がコンパレータ２４に対して入力される。負荷が軽くなると、
ステップＳ２で示すように、フィードバック電流ＦＢが大きくなり、共振制御部１０は、
共振周波数を上昇させる。ステップＳ３に示すように、電流ＦＢが大きいので、コンデン
サＣ２を放電させる電流Ｉｆが大きくなり、電流Ｉｃが小さくなる。したがって、コンデ
ンサＣ２の電圧が低下する。コンデンサＣ２の電圧の低下は、過電流検出ポイントＣＳを
低下させること（近くすること）を意味する。
【００４８】
　負荷が重くなると、ステップＳ４で示すように、フィードバック電流ＦＢが小さくなり
、共振制御部１０は、共振周波数を下げる。ステップＳ５に示すように、電流ＦＢが小さ
いので、コンデンサＣ２を放電させる電流Ｉｆが小さくなり、電流Ｉｃが大きくなる。し
たがって、コンデンサＣ２の電圧が上昇する。コンデンサＣ２の電圧の上昇は、過電流検
出ポイントＣＳを上昇させること（遠くすること）を意味する。
【００４９】
　そして、ステップＳ６において、コンパレータ２４が電流検出回路１４からの検出電圧
とコンデンサＣ２の電圧とを比較する。電流検出回路１４からの電圧がコンデンサＣ２の
電圧よりも大きい場合、ステップＳ７で示すように、コンパレータ２４の出力がＬからＨ
となって過電流が検出される。この過電流検出信号によって、発振回路部１２の動作が停
止し、電源装置の動作が停止される。電流検出回路１４からの電圧がコンデンサＣ２の電
圧よりも小さい場合、ステップＳ８で示すように、コンパレータ２４の出力がＬのままな
ので、動作が継続される。
【００５０】
＜５．過電流検出ポイントＣＳの設定＞
　図７は、過電流検出ポイントＣＳの設定を概略的に説明する。横軸が発振周波数、縦軸
が電流値とされている。過負荷領域、通常動作領域、軽負荷領域とが示されている。負荷
電流は、傾斜した線３１で示すように、負荷が重くなるほど大きな値となる。負荷が重い
と、発振周波数が低くされる。
【００５１】
　従来のスイッチング電源装置は、線ＯＣＰ１で示すように、負荷条件と無関係に、部品
定格を上回ることがないように（部品が損傷しないように）、一定の過電流検出ポイント
によって過電流を検出する。これに対して、本開示では、線ＯＣＰ２で示すように、発振
周波数によって過電流検出ポイントを変化させる。すなわち、通常動作領域、軽負荷領域
では、過電流検出ポイントが線ＯＣＰ１に比して低くなる。負荷が徐々に重くなり、負荷
電流が過負荷領域まで達すると、過電流が検出される。このときの検出ポイントは、ＯＣ
Ｐ１およびＯＣＰ２との間で同じとなる。
【００５２】
　さらに、線ＯＣＰ２で示す設定は、定常動作領域では、線ＯＣＰ１で示す設定よりも低
い設定になっているが、発振周波数の低下とともに過電流検出ポイントが高くなるので、
過負荷時の過電流を検出するポイントは線ＯＣＰ１で示す設定と同等である。さらに、交
流電源がＯＦＦされ、電圧＋Ｂが下がって発振周波数が低くなれば、その発振周波数に連
動して過電流検出ポイントを高くするので、過電流を誤検出することなく保持時間を確保
することができる。
【００５３】
　このように、本開示では、定常動作領域での過電流検出ポイントが低く設定されている
ので、定常状態から負荷が急変して過電流が流れた場合でも、従来の設定よりも速く異常
を検出でき、回路に流れる電流を抑えることができる。すなわち、負荷急変で定常状態か
ら過電流状態になったときの過電流検出を速くできる。過電流検出時に回路に流れる電流
を抑えられるので、回路素子の耐量を下げることができる。さらに、共振トランスやスイ
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ッチング素子等についても余分にマージンを取る必要がなくなる。
【００５４】
　例えば、過電流検出の設定が１０Ａで、ＦＥＴが負荷急変時の破壊を防ぐために、１５
Ａの定格品を使用していたとする。ここで、１２Ａ定格のＦＥＴを使用するために過電流
検出の設定を８Ａに変更した場合、ＦＥＴの定格を下げることができても、出力保持時間
の問題が生じる。過電流検出のポイントが手前に来ると、交流電源がＯＦＦになったとき
の出力保持時間が短くなってしまう。出力保持時間を維持するためには、コンデンサの容
量を１００μＦから１２０μＦに変更するなどの対策が必要となる。
【００５５】
　一方、本開示のように、共振周波数に応じて過電流検出ポイントを可変させれば、過電
流検出の設定が１０Ａの状態でも、１２Ａの定格のＦＥＴを使用できる。さらに、コンデ
ンサの容量を１２０μＦに変更する必要もなくなる。
【００５６】
　本開示は、共振回路の発振周波数と連動して過電流検出ポイントを可変させているので
、ＰＦＣ電圧の検出回路や、交流電源のＯＦＦの検出回路がなくても、電圧＋Ｂの低下時
の保持時間を満足できる。さらに、検出回路を必要としないので、回路構成を簡素化でき
、小型化に有利となり、待機電力等のロスも下げることができる。
【００５７】
　図８は、通常動作から負荷が急変した時の過電流検出について、ＯＣＰ１およびＯＣＰ
２で示す設定の差異を示す。図８Ａに示すように、負荷電流の急変をＯＣＰ１の設定によ
り検出した場合、異常を検出してから回路を停止させるまでに大きな電流が流れる。その
ために、回路素子の定格に余裕を持たせる必要がある。
【００５８】
　一方、負荷電流の急変をＯＣＰ２の設定により検出した場合、図８Ｂに示すように、Ｏ
ＣＰ１の設定により異常を検出した場合と比較してより速く異常を検出することができる
。異常検出から回路が停止するまでに流れる電流も小さくなるので、部品定格を下げるこ
とができる。負荷がゆっくり変化したときの検出ポイントは、ＯＣＰ１の設定と同じであ
る。
【００５９】
＜６．変形例＞
　以上、本開示の実施形態について具体的に説明したが、上述の各実施形態に限定される
ものではなく、本開示の技術的思想に基づく各種の変形が可能である。例えばスイッチン
グ
素子としては、ＦＥＴに限らず、他の素子例えば絶縁ゲートバイポーラトランジスタ(IGB
T:Insulated Gate Bipolar Transistor) を使用しても良い。
【符号の説明】
【００６０】
　Ｑ０、Ｑ１、Ｑ２・・・ＦＥＴ
　ＢＤ・・・ブリッジ整流回路
　Ｌ０・・・チョークコイル
　１・・・ＰＦＣ制御回路
　Ｃ１・・・共振コンデンサ
　Ｌ１・・・リーケージインダクタンス
　１０・・・共振制御部
　１２・・・発振回路部
　１３・・・過電流検出部
　１４・・・電流検出回路
　１５・・・負荷
　２２・・・カレントミラー回路
　２４・・・コンパレータ
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【図１】 【図２】

【図３】 【図４】
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【図５】 【図６】

【図７】 【図８】
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